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【奈義しごとえん】 
奈義町での新しい働き方として、地域で働きたいニーズを持つ女性や高齢者等に業務の依頼を行う事

業が行われている。平成 29年に「しごとスタンド」として始まった事業は、事業開始から 2年間で 177
名が登録し、働きたいニーズを持つ女性や高齢者等に教育訓練の提供と業務の依頼を行う仕組みを構築
した。令和元年に「一般社団法人奈義しごとえん」を設立し「しごとスタンド」の活動を継承、地域に根
差した活動を行っている。 
■「しごとスタンド」時代に研修が行われた仕事の種類 
・チラシの仕分け、封入  ・アンケート収集  ・食品の選別  ・企業や病院の清掃業務 
・観光案内所の受付業務  ・パソコン入力（資料作成）  ・商品市場調査  ・印刷物デザイン 
・録音データの文字起こし  ・イベント取材などのライター業務  ・子どもの預かり 

 
【若者向けの住宅政策】 
町外に出た若者が、家族連れで奈義町に U ターンしたいというニーズはあったが、若い世帯向けの住
居が不足していた。近年、町が率先して分譲地の整備や賃貸住宅の建設・整備を推進している。 
若者向け賃貸住宅は、自然環境と調和の取れたデザイン性の高い住宅地となっており、若者世帯のU・

Iターン意欲の喚起に寄与している。 
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2-6-4 先行事例④ 空知郡南幌町「子育て世代に手厚い支援を幅広く実施」 
子育て世代を中心とした移住を促進するために、住宅地の提供や子育て環境の充実に力を入れている

事例として、空知郡南幌町の事例を紹介する。 
空知管内南部に位置する南幌町は、水田や畑が広がる農村地帯であるが、江別市や北広島市など石狩振

興局に隣接し、また、札幌市内にも車や JR・都市間バスを使って通勤可能なエリアである。 
町内では、北海道住宅供給公社が昭和 49年から「南幌ニュータウンみどり野」の分譲を開始、人口は
大きく増加し 1998年には 1万人を超えた。しかし、その後は景気低迷の影響もありニュータウンへの入
居者は次第に減少、空き区画が目立つようになり、町の人口も 7千人台に減少した（図表 2-6-12～14）。 
長期化する人口減少の抑制と移住定住の促進を図ることを目的に、南幌町では 2016年度から子育て世

代住宅建築費助成を新たに展開。さらに、同助成事業対象者がみどり野団地を購入する場合は、北海道住
宅供給公社で宅地価格を半額にするタイアップキャンペーンを実施してきた。 
札幌市内の住宅価格高騰の影響や、南幌町が実施している高校生までの医療費無料化、高校生の通学費

助成、学校給食の主食（米、麺、パン代）の全額補助、子育て支援米の配布など手厚い支援策の効果もあ
り南幌町への移住者が徐々に増加、2023年には総人口が増加に転じている。2023年 5月には、中央公園
に子ども室内遊戯施設「はれっぱ」がオープン（図表 2-6-15）。一層の人口増加が期待されている。 

 

【図表 2-6-12 南幌町の総人口】（左） 

【図表 2-6-13 南幌町の出生数・転入者数の推移】（右） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：南幌町      

【図表 2-6-14 南幌ニュータウンみどり野の紹介】（左） 

【図表 2-6-15 子ども室内遊戯施設「はれっぱ」】（右） 

 
 
 
 
 
 

資料：南幌町ホームページ  

年次 出生数 転入者数

2014 42 269
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2016 34 240

2017 31 281
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2019 28 250
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8,280 8,155 7,960 7,785 7,687 7,573 7,461 7,447 7,378 7,546

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（人）



120 
 

【南幌町が実施している施策（2-5 のアンケート結果より抜粋）】 
 
出生率向上 
 出会いの場の提供 
 新婚世帯への住宅取得費用・家賃の補助 
 出産前の戸別訪問 
 産後ケアの実施 
 出産後の戸別訪問 
 親子が交流できる場の設置（施設、SNS等） 
 冬期間も遊べる屋内の遊び場整備 
 保育施設の新増設による定員増 
 保育士確保対策（賃金上乗せに対する補助、離職中の資格保有者の再就職促進等） 
 小中学校の給食費無償化・補助 
 
転入促進 
 シティプロモーションの実施 
 移住定住パンフレットの作成 
 移住ポータルサイトの設置、SNSの活用 
 SNSを活用した情報提供（Instagram、YouTube、LINE、Facebook等） 
 移住相談ワンストップ窓口の設置 
 移住専門相談員の配置（アドバイザー、コンシェルジュ等） 
 移住定住をテーマにしたオンラインセミナーの開催 
 移住体験施設の整備、お試し移住者の受入れ 
 冬期間の暮らし体験 
 移住者交流会（移住者同士、移住者と地元住民） 
 空き家バンクの設置 
 移住者による住宅取得等（新築への補助・家賃補助等） ・リフォームに対する支援 
 地域の企業が求めている人材情報の収集 
 移住者による起業に対する補助（起業支援、空き店舗活用への補助） 
 就農に関するサポート（新規就農希望者の受入れ） 
 新規雇用を伴う企業誘致・拡張に対する支援 
 
転出抑制 
 地元企業と学生とのマッチング機会（企業説明会、インターンシップ、職場体験等） 
 小中学生、高校生を対象にしたシビックプライド醸成（地域の歴史・文化・産業に関わる機会） 
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2-6-5 先行事例のまとめ 
先行事例として道外３事例、道内１事例を紹介したが、これらの事例の特徴まとめることで、今後の道

内での取り組みの方向性を整理する。 
 

【移住者（特に若者）を活用した地域産業の振興】 
人口減少が進む自治体では、地域産業の振興を進めたいと思っても、担い手不足により思うように進ま

ないことが多い。先行事例の中で、海士町や西粟倉村では、移住者（主に若者）のマンパワーやノウハウ
を活用することで地域産業の振興で成果を上げている。 
ＵＩターンの促進には都会で働く若者に、北海道の住みやすさを伝えるだけでなく、若者が活躍できる

場所や役割を用意する必要がある。さらに、地域の人との交流や住まいの提供など移住者を受け入れる
きめ細やかで持続的な仕組みづくりを作り上げることが重要である。 

 
【子育て世帯が働きやすい、住みたいと思うまちづくり】 
少子化対策としては、子育て世代にとって子どもを産んだ後でも働きやすい社会を地域で作っていく

ことが必要であり、行政・民間が協力して、地域の子育て環境を充実させていくことが求められる。 
さらに、人口減少に悩む小さな町村では、民間アパートはほとんどないため、移住者の受入れで最も困

るのが住居の確保である。町営・村営住宅などの公的住宅や空き家を活用した移住者の受入れや、女性や
若者が好むデザイン性・機能性の高い賃貸住宅の提供、子育て世代向けの有利な宅地分譲制度など、若者
のニーズを踏まえその自治体に「住みたい」と思うまちづくりが必要である。 
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3 全体総括 
 
3-1 北海道の人口動態の要因分析の総括 
 
3-1-1 自然増減に関する要因分析の総括 
北海道の 2022年の自然増減数は約▲4.8万人で、全国で大阪府に次いで減少数が多い。社会増減と合
わせた人口減少数は全国ワーストとなった（図表 3-1）。 

【図表 3-1 都道府県別の人口増減数】（図表 1-4 再掲）  
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地域の出生力の指標である合計特殊出生率の推移をみると、北海道・全国いずれも 2015年以降低下が
続いている。北海道は一貫して全国よりも低い水準が続いており、2022年には 1.12となった。出生数に
ついても、右肩下がりの状況が続いている（図表 3-2）。 

【図表 3-2 出生数・合計特殊出生率の推移】（図表 2-1-1 再掲） 

 
都道府県・政令市における合計特殊出生率の全国との差を、出生順位別、母の年齢区分別に要素分解す

ると、北海道では他県と比較して「第 1子有配偶出生率」や、「30-34歳の出生率」のマイナス寄与が大
きくなっている（図表 3-3, 4）。 

【図表 3-3 合計特殊出生率 全国との差を要素分解（婚姻要因・出生力要因別）】（図表 2-1-5 再掲）  
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【図表 3-4 合計特殊出生率 全国との差を要素分解（母の年齢区分別）】（図表 2-1-6 再掲） 

 
北海道における各歳出生率の動向をみると、27 歳頃までは全国平均と同水準で推移するものの、特に

30代前半にかけて出生率が大きく低下している。合計特殊出生率が全国最低水準である札幌市は、20代
についても全国平均より低い水準で推移している。一方、同様に合計特殊出生率が低い東京都区部では、
20代の出生率が低い代わりに、30代以降の出生率が相対的に高水準で推移してそれを補っている。これ
は女性の社会進出や高学歴化の進んだ都市部に多くみられる「キャッチアップ現象」と呼ばれるもので、
東京特別区部に加え、地方都市として札幌市と対比されることの多い福岡市においてもわずかながらみ
られる現象であるが、札幌市では全くみられないのが特徴的である（図表 3-5）。 

【図表 3-5 各歳出生率の動向】（図表 2-1-7 再掲）  

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

特
別
区
部

横
浜
市

川
崎
市

相
模
原
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市
神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

合計特殊出生率（ TFR） 全国との差を要素分解 （母の年齢区分別）

15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 TFR全国との差

0.0200

0.0400

0.0600

0.0800

0.1000

0.1200

15
歳

16
歳

17
歳

18
歳

19
歳

20
歳

21
歳

22
歳

23
歳

24
歳

25
歳

26
歳

27
歳

28
歳

29
歳

30
歳

31
歳

32
歳

33
歳

34
歳

35
歳

36
歳

37
歳

38
歳

39
歳

40
歳

41
歳

42
歳

43
歳

44
歳

45
歳

46
歳

47
歳

48
歳

49
歳

各歳出生率の動向

北海道 全国 札幌市 特別区部 福岡市



125 
 

年代別の有配偶率と有配偶出生率に影響を及ぼす要因について、主成分分析や重回帰分析を用いて分
析を行った結果、都道府県別のデータを対象とした分析では以下のような示唆が得られた。 

 
 20-24歳、30-34歳では高卒の男性が、30-34歳、35-39歳では大学院卒の男性が多い方が有配偶

率にプラスの影響を及ぼしている（30-34歳ではいずれの男性が多くてもプラスの影響となる）。 
 「地域とのふれあい」は、いずれの年代でも有配偶率を押し上げた。 
 平均初婚年齢は 20-24歳の有配偶出生率を押し下げ、30-34歳、35-39歳の有配偶出生率を押し上

げている。 
 多子世帯の割合は、いずれの年代でも有配偶出生率と密接に関連している。 

 
加えて、道内 179市町村別のデータを対象とした分析では以下のような示唆が得られた。 

 20-34歳まで、同年代の人口性比（男性が多いほど高い）が有配偶率を押し上げている。 
 「所得」は、婚姻・出生力要因いずれにもプラスの影響を及ぼしている。 

 
こうした示唆から、都道府県という広域の単位においては、自身の能力を発揮できる職場の存在や、地
域との関わり合いを持てる環境が有配偶率の上昇に資すること、市町村という小さな単位においては、
所得が担保され、女性だけでなく男性も地域に残りたいと思える環境が有配偶率だけでなく出生率への
好影響を与えていると考えられる。 
北海道の低出生率の背景には、「第 1子有配偶率」「30代の有配偶率および有配偶出生率」が低いこと
から、結婚しても第 1子をもうけにくい、30代前半の時に結婚や出産という選択がとれないなどの事情
があると考えられる。実際に、北海道が行った住民アンケートの結果においても、自身の生活環境におけ
る「収入や家庭」に対する満足度は 21の設問の中で最も低く、30代はその中でも突出して低い結果とな
っている（図表 3-6）。 

【図表 3-6 設問別の満足度スコア】（図表 2-4-16 再掲・抜粋）  
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また、同アンケートでは 18-29歳の男女のうち 3割以上が、回答者全体でもおよそ 2割が「子どもは
持たない」予定であると回答している（図表 3-7）。その理由としては、過半数が「子育てや教育にお金
がかかりすぎるから」と回答している（図表 3-8）。 
 

【図表 3-7 予定する／実際に持った子どもの人数】（図表 2-4-29 再掲・抜粋） 

 

【図表 3-8 予定する／実際に持った子どもの人数が少ない理由】（図表 2-4-30 再掲・抜粋） 
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道内自治体の取組をみると、子育てや教育にかかる負担軽減という点では、「出産祝い金の支給」や「小
中学校の給食費無償化・補助」に取組んでいる自治体が過半数を占めている（図表 3-9）。 

【図表 3-9 各種人口減少対策の実施市町村数】（図表 2-5-1 再掲） 
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3-1-2 社会増減に関する要因分析の総括 
北海道における社会増減の推移をみると、日本人の国内移動においては転出が転入を上回る社会減少

が続いている（図表 3-10）。ただし国外移動を含めると、近年では外国人労働者や技能実習生の増加によ
り社会増が達成される年もみられる。男女別では、女性の方が社会減少の幅は大きく、特に 2020年以降
その傾向が顕著となっている。年代別にみると、社会減少のほとんどを 15-29歳が占めている（図表 3-
11）。 

【図表 3-10 北海道の社会増減数 男女別の推移】（図表 2-2-2 再掲） 

 

【図表 3-11 北海道の年代別の社会増減数（2023 年）】（図表 2-2-4 再掲）  
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また、特に流出の大きい 20-24歳の流出先を地域別にみると、東京圏 1都 3県（埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県）へと集中している（図表 3-12）。 
つまり、北海道の社会減少の主要因は、大学進学者が就職をするタイミングである 20-24歳の時期に、

東京都やその周辺へ多くの移住が発生していることによるものといえる。 

【図表 3-12 北海道から各都府県に対する転入超過数（2015→2020 年、20-24 歳）】（図表 2-2-9 再掲）  
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北海道から首都圏への転出者に対して、進学や就職に伴う転出の理由を問うと、進学では、「やりたい
分野や学問など希望する学校だったから」「自分のレベルに合う進学先だったから」という現実的な理由
が、就職では、「都会での生活に憧れがあったから」「自分の夢ややりたいことを実現できそうだったか
ら」というイメージ面を理由とするものの回答率が高く、特に女性に多い傾向である（図表 3-13, 14）。 

【図表 3-13 首都圏の学校に進学した理由】（図表 2-3-3 再掲・抜粋） 

 

 

【図表 3-14 居住地として首都圏を選んだ理由】（図表 2-3-5 再掲・抜粋） 
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道内の 14振興局を対象として、その地域で働く就業者数の増減率と、新設住宅着工戸数および転入
超過率の関係をみると正の相関がみられ（図表 3-15）、今後その地域に長期的に居住する可能性が高い
と考えられる新設住宅の着工動向は、子育て世帯の多い 30-39歳の転入超過率と強い相関関係がみられ
る（図表 3-16）。 

【図表 3-15 就業者数の増減と転入超過率との関係性】（図表 2-2-13 再掲） 

 

【図表 3-16 新設住宅着工戸数と子育て世代の転入超過率との関係性】（図表 2-2-16 再掲） 
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3-2 北海道の人口動態を巡る主な特徴 
 
次に、北海道の人口動態の特徴である、女性の転出と札幌への人口一極集中について、各調査・分析を
横断した上で、既存統計や事例紹介も含めて記述する。 
 
3-2-1 女性の転出について 
 出生数の大半を担う 20-39歳の女性人口は年々減少傾向にあり、全国と比較しても低い割合。 
 2023年の女性の社会減少数は男性の約 2.5倍と、女性の道外流出が著しい。 
 転出の理由としては、直接的な要因は進学や就職、結婚によるものが多いが、都会への憧れや将来実

現の可能性といったイメージ面の理由も比較的大きなウェイトを占める。 
 女性が地域にとどまるためには、能力を活かせる職場づくりをはじめ、古い慣習や偏見などにとら

われない風通しの良いコミュニティの形式など、意識の転換が求められている。 
 
北海道の社会増減数をみると、そのほとんどが若年層に集中しており、特に女性の社会減少数が多いこ

とは社会増減の総括でも述べたとおりである。 
北海道では女性の社会減少数が男性の約 2.5倍という偏りが生じているが、これは 47都道府県中 5番
目に大きく、他県と比較しても女性の転出が多くなっている（図表 3-17）。加えて、女性の転出超過数の
実人数では北海道が全国最多となっている。他地域では、首都圏に隣接する福島県・新潟県・静岡県や、
三大都市圏いずれへの転出も多い広島県、福岡県への転出が多い長崎県などで女性の社会減少数が多い。 

【図表 3-17 都道府県別 男女別社会増減数（2023 年）】（図表 2-2-3 再掲） 
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出生数のうち 93.61％（2020 年）を占める 20-39歳の女性人口が、総人口に占める割合の推移をみる
と、こうした若年層の女性の社会減少と、高齢化による年齢構成の変化を受けて、北海道はその割合を 10
年間で約 2 ポイント低下させた。低下ペースは全国平均よりも速く、その差は年々広がっている（図表
3-18）。また、この比率の高さは 47都道府県中 25番目で、人口 100万人以上の大都市を擁する都道府県
の中では最も低い（図表 3-19）。 

【図表 3-18 総人口に占める 20-39 歳女性人口の割合の推移】（図表 1-7 再掲） 

 

【図表 3-19 都道府県別 20-39 歳女性人口の割合】（図表 1-8 再掲） 

  

12.48
12.23

11.94 11.86
11.64

11.36
11.14

10.95 10.80 10.67 10.56 10.46 10.35 10.31

11.95
11.70

11.45
11.23

11.03
10.74

10.48
10.25

10.05 9.86 9.70 9.54 9.40 9.32

8.00

8.50

9.00

9.50

10.00

10.50

11.00

11.50

12.00

12.50

13.00

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

総人口に占める20-39歳女性人口の割合の推移

全国 北海道

（％）

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」
2013年まで各年3月31日時点、2014年から各年1月1日時点。



134 
 

北海道から転出した首都圏在住者へのアンケートの結果をみると、女性の首都圏への転出の直接的な
要因としては、最初の就職、転職、転勤などの仕事の都合が半数、進学が 3 割程度で合わせると 8 割を
占める（図表 3-20）。また、25-39歳では、男性よりも結婚や家族都合での転出が多いのも特徴的である。 

【図表 3-20 北海道から首都圏に転出した理由】（図表 2-3-2 再掲・抜粋） 

 
北海道へのUターン意向を持つ女性は同アンケート回答者の半数弱と決して少なくないが（図表 3-

21）、Uターンに際してのネガティブ要素として「地方社会は狭く、閉塞感を感じる」「親や親戚との関
係、近所付き合いなど煩わしい人間関係」「地方社会に残る習慣や時代に合わない価値観」を挙げる女
性も 2割前後と無視できない割合になっている（図表 3-22）。このうち、Uターンしたくないと考える
層ではこれらの回答率はさらに高く、転出した女性が北海道へと戻らない大きな要因と考えられる。 

 

【図表 3-21 北海道への U ターン意向】（図表 2-3-8 再掲・抜粋） 

 

【図表 3-22 北海道への U ターンに伴うネガティブ要素】（図表 2-3-10 再掲・抜粋） 
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首都圏への転出者が再び北海道で暮らしていくために必要な要素として、女性では過半数が「多様な雇
用先・職場がある」と回答している。また、「正社員として長く働き続ける職場がある」も 4割を上回る
（図表 3-23）。 

【図表 3-23 北海道で暮らしていくために必要なこと】（図表 2-3-11 再掲・抜粋） 

 
北海道が行った住民アンケートの結果によれば、女性が地域にとどまるためには、「女性にとって多様

な雇用先・職場が多くある」ことに加えて、18-29歳や 30-39歳の若年層で多かった意見として、「結婚
したら男性の親と同居して当然という考え方等の縛りがない」というものも挙がった。能力を活かせる
職種の多様化に加えて、古い慣習などにとらわれない自由なライフスタイルへの価値観の転換も求めら
れている（図表 3-24）。 

【図表 3-24 女性の定着に必要な要素】（図表 2-4-25 再掲・抜粋） 
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ここまで、調査や分析を通じて女性の転出抑制や転入促進には雇用環境の改善が効果的であると考察し
てきた。ここで、実際に北海道における年代別の女性の正規雇用率（その形状から「L字カーブ」とも
呼ばれる）をみると、20代後半から 30代にかけて全国との差が開いている（図表 3-25）。他県と比較
しても低い水準で、30-34歳では最下位となっている。なお、同年代の正規雇用率は男性でも低いため
（図表 3-26）、正社員として長く働ける職場づくりは、女性の転出抑制だけでなく男性の転出抑制にも
つながり、所得向上を通じた経済的不安の軽減や出生率の向上も期待される。 

【図表 3-25 年齢別 女性の正規雇用率の推移（2020 年）】 

 

【図表 3-26 30-34 歳の正規雇用率（2020 年）】 
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3-2-2 札幌への人口一極集中について 
 2023 年の北海道の総人口に占める道央圏の割合は 64％、札幌市だけで 38％と、札幌への人口一極

集中の傾向が強い。 
 道内における人口移動をみると、札幌市以外の 178市町村から札幌市に対して毎年 1万人以上の転

出超過となっている。 
 札幌への人口一極集中の理由について、仕事の選択肢の多さに加え、公共交通や買い物、娯楽の利便

性が挙げられている。 
 

2023年の北海道の総人口は 514.0万人であったが、そのうち道央圏に 328.1万人（63.84％）、札幌市
に 195.9万人（38.12％）が居住している。近年は札幌市の人口が横ばいから微減に転じたものの、それ
以外の地域の人口が減少し続けているため、総人口に占める札幌市の人口の割合は年々拡大傾向にある
（図表 3-27）。 

【図表 3-27 圏域別の人口動態】（図表 1-9 再掲） 

 
最大都市への人口集中率 38％は 47都道府県中 13位と、北海道は他県と比較しても人口の一極集中
の傾向が強い（図表 3-28）。 

【図表 3-28 都道府県別 最大都市と人口の集中率】（図表 1-10 再掲）  
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人 人 % 人 人 % 人 人 %

北海道 5,139,913 札幌市 1,959,512 38.12 富山県 1,028,440 富山市 409,075 39.78 島根県 658,809 松江市 197,843 30.03
青森県 1,225,497 青森市 271,544 22.16 石川県 1,117,303 金沢市 447,181 40.02 岡山県 1,865,478 岡山市 702,020 37.63
岩手県 1,189,670 盛岡市 282,960 23.78 福井県 759,777 福井市 257,941 33.95 広島県 2,770,623 広島市 1,184,731 42.76
宮城県 2,257,472 仙台市 1,067,486 47.29 山梨県 812,615 甲府市 186,393 22.94 山口県 1,326,218 下関市 250,645 18.90
秋田県 941,021 秋田市 300,470 31.93 長野県 2,043,798 長野市 368,785 18.04 徳島県 718,879 徳島市 249,040 34.64
山形県 1,042,396 山形市 240,441 23.07 岐阜県 1,982,294 岐阜市 402,400 20.30 香川県 956,787 高松市 422,424 44.15
福島県 1,818,581 郡山市 317,486 17.46 静岡県 3,633,773 浜松市 792,704 21.81 愛媛県 1,327,185 松山市 503,865 37.96
茨城県 2,879,808 水戸市 270,010 9.38 愛知県 7,512,703 名古屋市 2,294,854 30.55 高知県 684,964 高知市 319,724 46.68
栃木県 1,929,434 宇都宮市 517,497 26.82 三重県 1,772,427 四日市市 309,719 17.47 福岡県 5,104,921 福岡市 1,581,398 30.98
群馬県 1,930,976 高崎市 369,314 19.13 滋賀県 1,413,989 大津市 344,552 24.37 佐賀県 806,877 佐賀市 229,427 28.43
埼玉県 7,381,035 さいたま市 1,339,333 18.15 京都府 2,501,269 京都市 1,385,190 55.38 長崎県 1,306,060 長崎市 401,195 30.72
千葉県 6,310,075 千葉市 977,016 15.48 大阪府 8,784,421 大阪市 2,741,587 31.21 熊本県 1,737,946 熊本市 731,476 42.09
東京都 13,841,665 特別区部 9,569,211 69.13 兵庫県 5,459,867 神戸市 1,510,917 27.67 大分県 1,123,525 大分市 476,556 42.42
神奈川県 9,212,003 横浜市 3,753,645 40.75 奈良県 1,325,385 奈良市 351,418 26.51 宮崎県 1,068,838 宮崎市 399,576 37.38
新潟県 2,163,908 新潟市 773,914 35.76 和歌山県 924,469 和歌山市 359,654 38.90 鹿児島県 1,591,699 鹿児島市 597,834 37.56

鳥取県 546,558 鳥取市 183,269 33.53 沖縄県 1,485,526 那覇市 317,030 21.34
総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」


